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1.
イントロダクション
１．
国際取引の増加に伴い、租税条約の相手国と相互に関心のある特定の産業や特別な問題について知識や専門性を共有することによって共助し合う必要性も高まっている。グローバルな課題に直面する税務当局にとって単独で行動することは困難であり、産業別情報交換は1つの答を提供してくれる。
２．
産業別情報交換は、特定の納税者についてということではなく、ある経済セクター全体に関して税務情報を交換することである。かかる情報交換の目的は、世界的な業界慣行や経営パターンに関する広範なデータを確保することによって、税務調査官が、その産業の納税者の税務調査を効果的にかつ高い見識を持って行なうことのできる環境を整えることである。
2.
権限
３．
産業別情報交換を行う権限は、OECDモデル租税条約に基づく二国間租税条約あるいは他の適用可能な情報交換文書に由来している。本モジュールは、産業別情報交換に従事するすべての当局者に不可欠な技術的実際的な指針を提供する。
3.
産業別情報交換の確立
４．
産業別情報交換は、条約パートナーの権限ある当局間で正式文書を交換することにより開始される。かかる情報交換は、二国間または多国間の情報交換である。但し、すべての参加国は情報を交換し合うための適切なメカニズムを有している必要がある。
５．
権限ある当局間の最初の正式な文書交換は、
a) 交換の対象を列挙し
b) 情報交換のためのパラメーターを設定し
c) 会合に出席し情報交換を行う権限を有するそれぞれの税務当局者を指名し
d) 文書が権限ある当局の名前で交換され、文書に使用および開示制限の表示がなされていることを確認し
e) 会議の開催日と場所について合意する

ものでなければならない。
６．
一般的に、権限ある当局は産業別情報交換の調整にあたる各税務当局の代表者を指名する。しかし、産業別情報交換に関するそれぞれの条約パートナー間のすべての正式なコミュニケーションは権限ある当局によって承認される。
4. 対象
７．
専門家グループが税務当局内に置かれている産業は、産業別情報交換の実施に適している。
８．
これまでにOECD加盟国間の様々な産業別情報交換でカバーされていることが知られている産業は以下のとおりである。
	· 銀行
· 生活必需品
· 電子部品
· 漁業
· 情報技術
	· 保険
· 石油・ガス
· 医薬品
· 通信 
· 電力


９．
産業別情報交換のコンセプトは以下の主要な戦略課題に拡張することができる。
· 資本構造
· ファイナンスの仲介 （特に仕組み金融取引）
· 知的財産権
· 企業の合併・買収
· 民営化
· 資産の評価及び減価償却
5.
当局者と税務調査官のミーティング
10．
これらの情報交換の過程で、条約パートナーの当局者と税務調査官は次の目的で定期的にミーティングを行なう。
a) 現在相互に関心のある産業動向及び新たに生起しつつある問題についての協議
b) 共通の懸念である反復的な問題についての共同検討
c) 特定の産業調査に従事するためのリソースのプール
d) 産業における独立企業間価格及びマージンの設定方法の比較検討
e) 主要な国際問題に関するセミナーの実施
11．
経験が示すところによれば、ミーティングは、権限ある当局間で主な資料が十分前もって交換され一回目の打合わせ前に当局者および税務調査官が十分に主題を理解している場合、最も実り多いものとなる。
12．
当局者および税務調査官のミーティングをさらに開催することが不必要あるいは費用効率が悪いと考えられる場合でも、将来のために、権限ある当局間で主要な産業動向及び問題もしくは産業の要約情報を具体的に交換し合って、産業別情報交換の連続性を維持することができる。
6.
産業別情報交換の例
13．
製薬産業は国境を越えた関連者取引が日常的に行われている主要な産業である。医薬品に関する産業別情報交換では、一般的に、製品販売、サービスの提供、知的財産権の移転および金融取引を含む移転価格に関する問題に焦点が当てられる。
14．
製薬産業に関する産業別情報交換の対象になった主要な問題は以下のとおりである。
a) 産業のセグメンテーション （メーカー／ディストリビューター、売上高／収益性、製品構成及び成長分野）
b) 市場リーダーと予想収益性
c) 政府の規制（政策／規則、参照価格及び補助金、介入が移転価格へ与える影響）

d) 機能、資産、及びリスクの分析（サプライチェーンにおける付加価値の識別、専門家としてのスキルを必要とする機能、取引およびマーケティング上の無形資産）

e) 用いられた移転価格設定方法
f) 比較可能な集団（地理的市場、製品ミックス／売上高及び異なる機能／資産／リスクプロフィールの変動を説明する）

g) 移転価格の幅（他の産業及びジェネリック医薬品メーカー／ディストリビューター／サービスプロバイダとの比較）

h) R&Dの取り扱い（税制上の優遇措置、費用分担契約、委託研究）

i) 知的財産権の移転
j) 新たに生起した問題／トレンド／動向
k) トレーニングの手段
l) 調査の手段（リスク評価プロセス、標準質問表、開示スケジュール、文書レビュー、限定または完全調査、同時調査、産業の継続的監視）

m) サービスのための手段（最近の指針／判決／公表物及び事前確認制度）

n) 法律 （最近の法律改正／改正案）
15．
産業ベースの効果的な情報交換に適したもう一つの産業は漁業である。漁業には国境がなく、主な漁業水域のあらゆる港で荷を降ろし売ることが容易なので、コンプライアンスリスクが生じる。情報交換は多国間ベースの進行が最も相応しく、以下の主要問題が漁業の産業別情報交換でカバーされた。
a) 産業／市場の情報源
b) 漁業原簿及び統計
c) 漁業当局からの情報
d) 税務当局により保有される記録 （開示／財務諸表／税務申告書）
e) 関係諸国における内国税の法律
f) よくある租税回避テクニック
g) 政府の管理統制
7.
特定納税者の情報
16．
産業別情報交換には、通常、特定の納税者の特定の財務問題についての議論は含まれない。しかし条約相手国は、情報交換に関する適用文書に従って、特定の納税者情報を後から要請することができる。
 これらの特定の要請は産業別情報交換を補うものだが、対象産業の事業を営み条約パートナーの両方の法域で事業を展開している納税者の同時税務調査に発展する可能性がある。
 


























































































� 「要請に基づく情報交換」に関するモジュールは情報提供の要請の作成および回答方法の手引きを与える。


� 「同時税務調査」に関するモジュールは効果的な同時税務調査の実施方法の手引きを与える。
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